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弊社マーケットレポート 検索!! 

３．今後の展開 

1．日本の人口動態を把握するには？ 

２．最近の動向  

 総務省が公表する「人口推計」によって把握できます。「人口推計」は、5年に1度の国勢調査による人口
を基に、その後の出生数・死亡数や、入国者数・出国者数などを加味して毎月算出されます。また、毎年
4月に発表される「人口推計」では、都道府県別など、毎月に比べてより詳細な人口の内訳が算出されます。 

 生産年齢人口の減少が続くなか、一層注目度が高まっているのが女性の労働力の活用です。安倍政
権の成長戦略では、雇用制度改革において、女性の活躍推進がその中核として掲げられています。これ
まで民間調査でも、女性管理職の割合や女性の活用度、男女の均等度などの点から「女性が活躍する
会社」のランキングなどが発表されてきました。これに加え、2012年度からは経済産業省と東京証券取引
所が共同で女性活躍推進に優れた企業を選定し、「なでしこ銘柄」として発表しています。 
 政府の税制調査会では、配偶者控除の見直し議論が始まりました。配偶者控除は、配偶者の年間給
与収入が103万円以下の場合、給与所得から一律38万円が控除されることから、女性の就労拡大を抑制
しているとの見方があります。一方、控除が受けられる範囲で働くことで家庭と両立しているとの女性の
意見も聞かれます。配偶者控除の見直しには、女性の就業率が低下する30～40代に向けて、保育所拡
充などの子育て支援の充実を図ることなどにより、就労しやすい環境づくりなどが必要と考えられます。 
 働き方や価値観が多様化するなか、女性の労働力活用のために実施されつつある制度・政策には、
「働く現場の声」が生かされることで、より実効性の高いものになると思われます。そして、これにより、企
業やスポーツなどでその活躍が光る「なでしこ」が、今後の日本経済の成長性向上の一翼を担うことが期
待されます。 

 4月15日に公表された「人口推計（2013年10月1日現在）」によると、
日本の総人口は1億2,729万8,000人と、前年から21万7,000人減少
しました。年齢を大きく3区分した割合は、年少人口（0～14歳）が
12.9％、生産年齢人口（15～64歳）が62.1％、老年人口（65歳以上）
が25.1％となりました。老年人口が初めて25％を超え、総人口の
4人に1人が65歳以上ということになりました。一方、生産年齢人口
は前年から116万5,000人減少して7,901万人となり、1981年以来
32年ぶりに8,000万人の大台を割り込みました。2012年から2014年
にかけて「団塊の世代」が65歳を迎えていることにより、高齢者層
の割合増加と生産年齢人口の割合減少が顕著になっています。 

生産年齢人口の減少で高まる「なでしこ」への期待（日本） 

情報提供資料 

http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/1235763_1982.html
http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/1235846_1982.html
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                      【重要な注意事項】 

 

【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】 
●投資信託に係るリスクについて 

   投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動 

  もあります。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあ 

  ります。 

  運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投 

  資信託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証するもの 

  でもありません。 

●投資信託に係る費用について 

   ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。 
◆直接ご負担いただく費用・・・申込手数料 上限3.78％（税込） 

                 ・・・換金（解約）手数料 上限1.08％（税込） 

                 ・・・信託財産留保額 上限3.50％ 

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・信託報酬 上限 年 2.052％（税込） 

◆その他費用・・・監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらにか     

                        かる消費税等相当額を含みます。）、および外国における資産の保管等に要する費用 

                        等が信託財産から支払われます。また、投資信託によっては成功報酬が定められており 

                        当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託証券を組み入れる場合には、お 

                        客さまが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、投 

                        資資産の取引費用等が発生します。これらの費用等に関しましては、その時々の取引内 

                        容等により金額が決定し、運用の状況により変化するため、予めその上限額、計算方法 

                        等を具体的には記載できません。 

 

※なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの 

 保有期間に応じて異なる等の理由により予め具体的に記載することはできません。 

 

上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率 

につきましては、三井住友アセットマネジメントが運用するすべての投資信託（基準日現在において有価証 

券届出書を提出済みの未設定の投資信託を含みます。）における、それぞれ の費用の最高の料率を記載 

しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる 

際には、事前に投資信託説明書 （交付目論見書） や契約締結前交付書面等を必ずご覧ください。 

 

●投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では 

ありません。また登録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。 

●投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱い等により、換金等ができないことがありますので 

ご注意ください。  
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